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NY マーケットレポート（2018 年 12 月 5 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY市場レポート 

 

≪ NY市場概況 ≫ 

NY 市場では、ジョージ・H・W・ブッシュ元大統領の死去に伴う「国民追悼の日」で、米株式市場など一部市

場が休場となったことから、手掛かり材料に乏しく小動きとなった。その中で、カナダ中銀の政策決定や声

明を受けて、カナダドルが米ドルなど大半の主要通貨に対して下落しました。また、ユーロやポンドが対ド

ルで下落したことも加わり、ドルは対円でも堅調な動きとなった。 

 

地区連銀景況報告（ベージュブック） 

・経済活動は 10月中旬から 11 月下旬にかけて、ほとんどの地区が緩慢から緩やかに拡大 

・ダラスとフィラデルフィア地区では前回と比べて経済成長が鈍った 

・セントルイスとカンザスシティー地区はわずかな成長にとどまった 

・消費支出はおおむね変わらなかった 

・自動車以外の小売業の売り上げは幾分弱まったが、自動車は、特に中古車で改善が見られた 

・観光業はまちまちだったが経済全体と合っていた 

・製造業者は追加関税に懸念を持ったままだが、大半の地区は引き続き緩やかに成長した 

・非金融サービス業では全地区で幾分か力強い伸びを報告 

・新築住宅建設と中古住宅販売の売り上げは低下、または変わらなかった 

・非住宅の建設と賃貸は増加か横ばいだった 

・全体的に貸し出しはやや伸びたが、少数の地区では減速が見られた 

・エネルギー業の大半はほとんど変わらないか控えめな伸びだった 

 

・労働市場は幅広い業種でさらに引き締まった 

・有資格の人材の獲得や維持が厳しいため、過半数の地区で雇用や生産、ときに生産容量の拡大が抑制され

ている企業があると言及 

・シカゴ地区のいくつかの企業では、従業員が通告なしに退職する例を報告した 

・労働力の不足もあって、ほとんどの地区は雇用の成長が緩慢から緩やかな伸びのうち下の方に傾いた 

・賃金の上昇は、緩慢から緩やかな伸びのうち上の方に近づいたとした 

・ほとんどの地区が賃金引き上げに加え、健康増進や利益の共有、ボーナス、有給休暇といった福利厚生の

改善を進める企業に言及した 
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・物価はほとんどの地区で緩慢なペースで上昇し、いくつかの地区では緩やかな上昇だった 

・ほぼ全地区、投入コストが完成品の価格より速く上昇した 

・関税の影響によるコスト上昇が、製造業から建設業、小売業、外食までより幅広く見られた 

・農産物の種類や地域によって、現地の栽培の状況が異なり、価格はまちまちだった 

・ただ大豆の価格は概して低下した。いくつかの地区では石油と燃料費の低下が見られ、輸送コストは上昇

した。住宅価格は引き続き多くの市場で上昇した 

 

金融政策発表・声明を受けてカナダドルが下落 

ジョージ・H・W・ブッシュ元大統領の死去に伴う「国民追悼の日」で、米国の株式市場や債券市場など一部

市場が休場となったため、材料に乏しく小動きの展開となった。その中で、カナダ中銀が政策金利を据え置

いたが、インフレ目標達成に向け一段の金融引き締めが必要としたが、経済が当初の見立てほど生産能力に

近づいていない可能性も示唆した。将来の利上げペースを巡り慎重さが増す可能性を示したことで、来月の

利上げ観測が後退したとの見方が広がり、カナダドルは大半の主要通貨に対して下落となった。また、ユー

ロやポンドが対ドルで下落したことも加わり、ドルは対円でも堅調な動きとなった。 

 

出所：総合分析チャート 
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提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


